
産大法学　43巻３・４号（2010. 2）

115

海外駐留の自衛隊に関する地位協定覚書

―刑事裁判管轄権を中心に―

岩　本　誠　吾

１．はじめに
２．在日駐留軍の地位協定
　１）在日米軍地位協定
　２）国連軍地位協定
３．在外自衛隊の地位協定
　１）カンボジア PKO派遣
　２）ザイール難民救援派遣
　３）イラク復興支援派遣
　４）クウェート空輸支援派遣
　５）ジブチ海賊対処派遣
４．地位協定の国際比較―ジブチ関連―
　１）米国・ジブチ地位協定
　２）EU・ジブチ地位協定
５．地位協定の分類とその特徴
６．まとめにかえて

１．はじめに

　厭戦気分や軍事アレルギーに満ちた戦後日本の国内状況の中で、1954

年７月１日に防衛庁が設置され、自衛隊
（１）

が発足した。その発足に先立つ６

月２日に、参議院は、「自衛隊の海外出動禁止決議
（２）

」を採択し、自衛隊の

海外出動は行われないことが確認された。その「海外出動禁止」の意味す

るものは、武力行使の目的を持って武装した部隊を他国の領土、領海、領

空に派遣する「海外派兵」が禁止されるのであって、武力行使の目的を持

たないで部隊を他国へ派遣する「海外派遣」は禁止されてはいない
（３）

、と考

（1140）



116

えられた。もっとも、法律上、自衛隊の任務、権限として規定されなかっ

たので、自衛隊は、発足以来長い間、部隊として海外に派遣され外国領域

に駐留して実任務（訓練を除く）を帯びた国際活動を履行することはな

かった。

　むしろ、日本は、戦後米国に占領され、対日講和条約（1952年）と同

時に締結された旧日米安保条約によって、米軍に対する基地の提供、すな

わち米軍の駐留が制度化され、米軍の駐留が現在にまで至っている。一般

的には、外国軍の駐留に伴う様々な法的問題を解決するために、名称の如

何を問わず、外国軍の法的地位を規定する地位協定（Status of Forces

Agreement、SOFA）が軍隊派遣国と外国軍受入国との間で締結される。

日米間でも、下記の通り、日米地位協定が締結されている。日本は、常に

外国軍受入国の立場から、政府も国民も一致して、在日米軍関連の事件が

発生する度に、軍隊派遣国（米国）に対して、自国の主権制限を極力最小

限のものにしようと主張し、交渉してきた。

　しかし、日本が軍隊受入国から軍隊派遣国の立場へと安全保障戦略を大

きく転換させる契機となったのは、1990・91年の湾岸危機・湾岸戦争で

あった。日本は、当該事案に対して１兆円を越える経済的支援をしたにも

拘らず、「ヒト（軍隊）」の派遣がなかったことによる「ジャパン・バッシ

ング（日本叩き）」が起こり、国際社会から「ジャパン・パッシング（日

本無視）」されかねない状況に陥った。そのため、日本は、自衛隊法上、

近海しか想定していなかった「機雷等の除去（99条）」の名目で、湾岸戦

争直後（４月～ 10月）のペルシャ湾に海上自衛隊の掃海艇を派遣し、そ

の後の自衛隊による国際活動の端緒を開いた。

　1992年には、国際平和協力法（平成４年６月19日法律79号）により、

国連カンボジア暫定機構（UNTAC）の一員として参加した日本の陸上自

衛隊は、戦後初めて外国（カンボジア）に駐屯して、実任務である国連平

和維持活動（PKO）を実施した。その後、国連の枠外、すなわち、日本

と外国との二国間交渉（ザイール派遣、クウェート派遣、ジブチ派遣）及

び指揮命令系統は別立てとする多国籍軍（イラク派遣）の枠内で、日本の
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自衛隊が外国領域内に駐留する事例が、幾つか蓄積されてきた。この動き

に対応して、自衛隊法も、従来「第８章　雑則」に規定してきた「付随的

な任務」の国際平和活動を、３条の任務に追加する、いわゆる「本来任

務」化の改正
（４）

（2006年12月15日成立、2007年１月９日施行）が行われた。

　このような自衛隊の海外駐留に際して、今まで日本が拠って立つ論理と

は逆に、すなわち、軍隊受入国ではなく軍隊派遣国の立場から、日本と他

国との間で自衛隊の法的地位をめぐる地位協定が、交渉され締結されてい

る。本稿の目的は、「受入側の論理」から日本が従来主張していた地位協

定の法的議論と、近年日本が新たに経験している「派遣側の論理」から締

結された地位協定の内容を比較検討するとともに、それが他国間の地位協

定の締結状況の中でどのように位置付けられ評価されるかを考察すること

で、日本が、軍隊受入国であれ、軍隊派遣国であれ、地位協定に対してど

のような立場を取るべきかという今後の法的議論における一つの新たな問

題提起をすることである。

　ちなみに、自衛隊の部隊としての海外派遣・駐留は1990年代以降であ

るが、自衛官は、個人として、自衛隊設立当初より海外に派遣され駐在し

てきた。一つは、「防衛駐在官
（５）

」として、36 ヶ所の在外公館に47名（2004

年６月現在
（６）

）が、もう一つは、「在外公館警備対策官
（７）

」として、32箇所の

在外公館に32名派遣されている
（８）

。

註

（１）　政府の答弁書において、「直接侵略及び間接侵略に対し我が国を防衛する
ことを主たる任務とし自衛権の要件が満たされる場合には武力を行使して我
が国を防衛する組織であることから、一般的にはジュネーブ諸条約上の軍隊
に該当すると解される。」と述べていることから、国内法、特に日本国憲法に
おける議論に係らず、国際法上の法的地位は、国防のための武装集団、いわ
ゆる「軍隊（Armed Forces）」である。『内閣参質155第２号　参議院議員櫻井
充君提出　自衛隊員とジュネーブ諸条約上の捕虜との関係に関する質問書に
対する答弁書（2002年12月６日）』。それ故、国際法上、自衛官は軍人であ
り、自衛艦は軍艦であり、自衛隊機は軍用機である。

（２）　『防衛ハンドブック　平成21年度版』朝雲新聞社2009年614頁。

（1138）



118

（３）　「衆議院稲葉誠一議員質問主意書に対する答弁書（昭和55年10月28日）」、
『前掲書』613頁。

（４）　自衛隊法３条は、「主たる任務」の国土防衛と「従たる任務」の治安維持
その他を合わせて従来「本来任務」として規定していた。それに、国連 PKO

その他の国際平和活動を「付随的な任務」から「従たる任務」として３条２
項として追加した（本来任務化）。

（５）　外交関係条約上、外交職員である駐在武官（陸軍駐在官、海軍駐在官、空
軍駐在官、日本では「防衛駐在官」の用語を用いている）として勤務し、外
交官としての身分保障から、接受国の刑事管轄権から免除される（31条）。対
外的呼称に関して、1955年の防衛庁と外務省の間の「防衛駐在官に関する覚
書」を2003年５月に改正したことにより、「１等書記官兼防衛駐在官」が「防
衛駐在官・１佐（又は将補）」と変更された。『朝雲』2003年５月15日付。

（６）　防衛庁編『日本の防衛　防衛白書平成16年版』2004年186–187頁。
（７）　2000年１月の外務省令の改正により、以前の「警備官」という名称は「在
外公館警備対策官」に変更された。任務は、在外公館の警備対策の企画立案
である。従来、自衛官（１尉）が外務省に出向し、身分を離れて外務事務官
（この場合も、外交特権が付与される）として赴任し、階級呼称及び制服着
用が禁止されていた。しかし、本改正により、出向元の身分を併有したまま
警備対策官に任じられるように運用が改正され、制服着用や身分呼称が認め
ら得るようになった。参照『朝雲』2000年１月27日付、『官報　第154回衆院
武力攻撃事態対処特別委員会会議録第12号』2002年５月29日14–15頁。

（８）　『官報　第154回衆院武力攻撃事態対処特別委員会会議録第10号』2002年
５月23日３頁。

２．在日駐留軍の地位協定

　先ず、日本に駐留する外国軍隊の地位協定を概観する。

１）在日米軍地位協定
（９）

　日本は、第２次大戦後の対日平和条約（1951年９月８日署名、1952年

４月28日発効）により、集団的自衛権に基づく集団的安全保障取極を締

結することが承認され（５条ｃ）、占領終了後にも外国軍隊の駐留も認め

られた（６条ａ）。対日講和条約と同時に、独立後も自衛手段を保有しな

い日本の防衛のために、米軍の駐留を希望して（条約前文）、旧日米安保
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条約が締結された。

　旧日米安保条約に基づいて駐留する米軍の法的地位を規定したのが、日

米行政協定（1952年２月28日署名、同年４月28日発効）である。それに

よれば、「北大西洋条約協定が合衆国について効力を生じるまでの間、合

衆国の軍事裁判所及び当局は、合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれら

の家族が日本国内で犯すすべての罪について、専属的裁判権を日本国内で

行使する権利を有する（17条２項
（亜）

）。」

　米軍に対する専属的裁判権の適用期限の条件とされた北大西洋条約

（NATO）の地位協定（1951年６月19日署名、1953年８月23日発効
（唖）

）は、

派遣国の専属的裁判権を、派遣国の軍法に服する者に対し、派遣国の法令

によって罰することができる罪で受入国の法令によって罰することができ

ないもの（派遣国の安全に関する罪を含む。）について限定する（７条２

項）。派遣国と受入国の刑事裁判権が競合する場合には、軍隊構成員及び

軍属による公務執行中の作為又は不作為から生ずる罪に対する第１次裁判

権を派遣国の軍当局に、その他の罪に対する第１次裁判権を受入国に分割

している。更に、受入国が管轄権を行使すべき被疑者の身柄を派遣国が拘

束している場合に受入国にその身柄を引渡す時期は、受入国の起訴後とさ

れた（７条５項ｃ）。

　米国は、NATO軍地位協定の発効後に、日米行政協定にある刑事裁判権

規定が「NATO並み」に改正されることを認めていた（17条１項）ことか

ら、日米交渉が行われ、そのように、日米行政協定17条が改正された。

「行政協定第17条を改正する議定書及び同議定書に関する合意された公

式議事録（1953年９月29日署名、同年10月29日発効）」によれば、日本が

裁判権を行使すべき米軍人等の身柄引渡しに関しても、「被疑者の拘禁

は、その者の身柄が合衆国の手中にあるときは、日本国より公訴が提起さ

れるまでの間、合衆国が引き続き行う」（17条５項ｃ
（娃）

）ものとされた。

　その後、新日米安保条約（1960年１月19日署名、同年６月23日発効）

と共に、新たに日米地位協定（1960年１月19日署名、同年６月23日発効）

が締結された。在日米軍の軍人・軍属に対する刑事裁判権は、改正日米行
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政協定と同様に、米軍の属人的管轄権と日本の属地的管轄権が競合する場

合に、公務中の作為・不作為から生ずる罪については米軍当局が、それ以

外の罪については日本当局が第１次裁判権を有する（17条３項）。日本が

裁判権を行使すべき米軍の被疑者の身柄は、合衆国の手中にあるときに

は、日本が起訴するまで、合衆国が拘禁し続けると規定された（17条５

項ｃ
（阿）

）。

　このような状況の中で、1995年に発生した沖縄少女暴行事件
（哀）

で、公務

外で残虐な犯罪を行った米兵容疑者の身柄は、日米地位協定に守られて、

逮捕状が出されていても起訴されるまで日本側に引渡されなかった。この

ことが沖縄県民の反米感情に火をつけ、日本の刑事裁判権が軽視されたと

の感情と共に、日米地位協定の見直し論議が沸騰した。見直し論議につい

て、米国は、日米地位協定の改正が世界的な連鎖反応を惹起しかねないこ

とから、その改正に反対の立場であった。同様に、日本も、日米地位協定

の見直し提案が逆に米国からの負担増の要求につながりかねないことか

ら、当該見直しに消極的であった。結局、日米間で、日米地位協定の改正

ではなく、運用上の改善という妥協策が合意された。

　「刑事裁判手続きに関する日米合同委員会合意（1995年10月25日
（愛）

）」に

よれば、

　「合衆国は、殺人又は強姦という凶悪な犯罪の特定の場合に日本国が行

うことがある被疑者の起訴前の拘禁の移転についての如何なる要請に対し

ても好意的な考慮を払う。」

　米国の「好意的な考慮」により、米兵容疑者の身柄が起訴前に引渡され

ることが可能となったのである
（挨）

。もっとも、この日米合同委員会の「合

意」とは、条約や協定といった意味での法的拘束力を持たず、あくまで地

位協定の運用上の解釈又は実施細目といったものでしかない
（姶）

。規定方法

も、「好意的な考慮を払う」という用語を使用して、日本はすべて米国の

自由裁量に依存し、それを好意的に期待するという論理構造である。それ

故、不確実で不安定な運用改善を修正すべく、米兵容疑者の身柄引渡しを

米国に義務付ける改正案が、日本政府外で主張される
（逢）

。
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２）国連軍地位協定

　1950年６月25日に朝鮮戦争が勃発し、米国を中核とする16 ヶ国の国連

加盟国が、安保理決議82（６月25日）、安保理決議83（27日）、安保理決

議84（７月７日）、総会決議498（1951年２月１日）に従って、それに参

戦していった。日本は、当該事態に対して、1951年９月８日の旧安保条

約に付属する「吉田・アチソン交換公文
（葵）

」において、参戦国軍隊が日本国

内に滞留することを許可し、これに援助する義務を受諾することを明記し

た。そこで、朝鮮国連軍が後方地域としての日本国内で駐留する場合の法

的地位に関する協定を締結する必要が生じた。

　刑事裁判権について、協定交渉の当初は、NATO方式（管轄権の分割）

を主張していた日本と旧日米行政協定方式（派遣国の専属的管轄権）を主

張していた国連軍との意見対立があった。しかし、NATO軍地位協定の発

効（1953年８月23日）に伴い、「NATO並み」にするために日米行政協定

17条が改定された（1953年９月29日）ことを受けて、同様に、在日国連

軍に対する刑事裁判権行使に関する議定書（1953年条約第28号、10月26

日署名、29日発効）が締結された。同議定書の規定が、そのまま国連軍

地位協定
（茜）

（1954年２月19日署名、６月11日発効）16条となった。いわば、

NATO軍地位協定、改正日米行政協定、日米地位協定並びに国連軍地位協

定は、刑事裁判権に関して、すべて同一規定となり、日本が裁判権を行使

すべき軍人被疑者の拘禁も、当該派遣国の手中にあるときは、起訴される

まで当該派遣国が引き続き行うことになる。

註

（９）　参照、拙稿「日米地位協定の見直し交渉過程覚書―公務外犯罪における米
兵容疑者の身柄引渡しをめぐって―」『京都産業大学世界問題研究所紀要』第
21巻2005年44–50頁。

（10）　榎本重治編『武力紛争関係条約集』1957年83頁。
（11）　http://www.nato.int/cps/en/natolive/official_texts_17265.htm

（12）　榎本『前掲書』91頁。
（13）　松井編『ベーシック条約集2009』東信堂2009年929頁。
（14）　拙稿（注９）46–47頁。
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（15）　外務省ホームページ所収、http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/sfa/rem_keiji_

01.html

（16）　現在まで、殺人や強姦といった凶悪犯罪事件で米兵容疑者の身柄引渡しを
要請した事例は、７件（1996年７月の佐世保強盗殺人未遂事件、1998年10月
の沖縄女子高生轢逃げ死亡事件、2001年６月の沖縄北谷町婦女暴行事件、
2002年11月の沖縄具志川市婦女暴行未遂事件、2003年５月の沖縄金武町強姦
致傷事件、2006年１月の横須賀強盗殺人事件、2008年３月の横須賀タクシー
運転手強盗殺人事件）で、身柄引渡された事例は、1998年と2002年の事件以
外の５件である。

（17）　『官報　第134回参議院外務委員会会議録第６号』1995年11月９日13–14
頁。

（18）　2008年４月３日に民主党・社民党・国民新党の野党３党の日米地位協定改
定案では、起訴に関係なく、「その者の身柄が合衆国の手中にあるとき、日本
国の当局から被疑者の拘禁の移転の要請がある場合には、合衆国の軍当局は、
これに同意する。」と提案している（19条［現行17条］５項ｄ）。http://www.

dpj.or.jp/news/files/kaiteian.pdf

（19）　田畑・高林編『基本条約・資料集（第６版）』1989年427頁。
（20）　国連軍地位協定に基づいて、７つの在日米軍施設・区域（嘉手納飛行場、
普天間飛行場、ホワイトビーチ、横須賀海軍施設、佐世保海軍施設、横田飛
行場）が国連軍の使用に供されている。国連軍後方司令部は、1957年からキ
ャンプ座間に設立されていたが、2007年11月２日に横田飛行場に移転される
こととなった。司令部要員として４名が常駐し、国連軍地位協定の締約国（現
在は米、英、仏、加、豪、ニュージーランド、フィリピン、タイの８カ国で、
当初はトルコ、イタリア、南アフリカを加えた11カ国であった）から構成さ
れている23名の連絡将校団が各大使館に常駐している。参照、『官報　第145
回参院日米防衛協力のための指針に関する特別委員会会議録第５号』1999年
５月12日40–41頁、外務省プレスリリース「国連軍後方司令部のキャンプ座間
から横田飛行場への移転について」2007年10月26日付（http://www.mofa.go.jp/

mofaj/press/release/h19/10/1175874_814.html）。

３．在外自衛隊の地位協定

　次に、日本が派遣国として締結した自衛隊に関する地位協定を概観す

る。
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１）カンボジア PKO（Peace Keeping Operations、平和維持活動）派遣

　陸上自衛隊は、1992年９月から93年９月までの１年間、カンボジアの

タケオ州に「日本施設大隊」約1,200名（約600名×２次）の自衛官を、カ

ンボジア PKO（国連カンボジア暫定機構、UNTAC）の構成員として駐留

させた。

　国連 PKO軍は、国連総会又は安全保障理事会による PKO設置決議の

後に、国連と兵員提供国との兵員提供協定及び国連と PKO受入国との国

連軍地位協定という二層構造の法的枠組みの中で派遣される。派遣部隊の

受入国内での法的地位は、それぞれの PKOによって多少異なることがあ

るけれども、国連軍地位協定モデル案
（穐）

が、受入国における派遣部隊の法的

地位についての国連の考え方を示しており、国際社会において一般的に受

け入れられている
（悪）

。その47項ｂによれば、「国連平和維持活動の軍事部門

の軍事構成員は、［受入国・地域］で犯すことのあるすべての犯罪につい

て、各参加国（著者注―兵員提供国）の専属管轄に属する。」すなわち、

PKO軍要員が PKO公務内だけでなく、PKO公務外での犯罪行為を行っ

たとしても、彼らへの刑事管轄権は、PKO受入国ではなく、派遣国が専

属的に行使できるのである。ちなみに、カンボジア派遣の自衛隊員による

交通事故３件が発生し、軍隊派遣国の日本がそれぞれ関係者の処分をして

いる
（握）

。

　その後、日本は、同様の法的地位にある国連 PKO軍の枠内で、国連モ

ザンビーク活動（ONUMOZ）に輸送調整部隊（93.5 ～ 95.1）、国連兵力引

き離し監視隊（UNDOF）に輸送部隊（96.2 ～）、国連東ティモール暫定

行政機構・国連東ティモール支援団（UNTAET、UNMISET）に施設部隊

（02.3 ～ 05.6）を派遣してきた。

２）ザイール難民救援派遣

　1994年４月、ルワンダでは内戦が再発・激化したことにより、大量難

民が周辺諸国に流入し、隣国ザイールには難民総数が140万人を超えるに

至った。このような状況の中で、陸上自衛隊は、ルワンダ難民の救援活動
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のために、1994年９月から12月までザイール東部のゴマ市に「ルワンダ

難民救援隊」として約260名が駐留した。その駐留に関しては、日本は、

1994年９月12日にザイール共和国の同意を得た。派遣隊員の法的地位に

ついては、日本・ザイール間で、外交関係条約に定める「『事務及び技術

職員』と同等の法的地位を享有することを確認する外交上の公文を取り交

わし」た
（渥）

。そして、「同隊員は、刑事裁判権に関しては、公務中の行為で

あるか否かを問わずすべての行為についてザイール共和国の裁判権からの

免除を享有し、また、民事裁判権及び行政裁判権に関しては、公務中の行

為についてザイール共和国の裁判権からの免除を享有することとなってい

る。」

　ここで言及されている外交関係条約を概観すると、先ず外交使節団の中

の外交職員（外交官）は、身体の不可侵（29条）、個人住居の不可侵（30

条）、裁判権からの免除（31条）、社会保障に係る免除（33条）、課税の免

除（34条）、役務の免除（35条）、関税と検査の免除（36条）の特権免除

を享有している。他方、外交使節団の事務及び技術職員
（旭）

は、29条から35

条までの特権・免除を享有する（37条２項）。つまり、事務及び技術職員

は、31条１項第１文に規定されているように、接受国の刑事裁判権から

免除されている。もっとも、31条１項に規定する民事裁判権及び行政裁

判権からの免除については、公務外での行為には及ばない。従って、ザ

イールは、自衛官を如何なる方法によっても抑留し又は拘禁することがで

きないし、公務遂行中であるか公務外であるかに関わらず、自衛官に対す

る刑事管轄権は、軍隊派遣国（日本）の専属となった。

３）イラク復興支援派遣

　陸上自衛隊は、イラク紛争（2003年３月20日～５月１日）終了後の混

乱した治安状況の中で、2004年１月から2006年７月まで約２年半、人道

復興支援活動のためにイラクのムサンナ県サマーワに駐留した。イラク復

興支援群約500名が10次にわたり派遣され、イラク復興業務支援隊約100

名が５次にわたり派遣されたことから、駐留した自衛隊員は、総勢約5,600
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名にも上った。

　陸自隊員は、2004年６月28日（イラクへの主権移譲）まで連合暫定施

政当局（Coalition Provisional Authority, CPA）に参加する多国籍軍
（葦）

の一員

として、「CPA命令第17号―連合国及び外国連絡ミッションの要員並びに

請負業者の地位―（2003年６月26日付）」をイラク国内での法的根拠とし

た。その第２節（連合国及び外国連絡業務の要員）において、連合国軍

は、「イラクの法手続きから免除され（１項）」、「すべての連合国要員は、

その母国の専属的管轄権に服し、地域（著者注―イラク）の刑事、民事及

び行政管轄権から、そして、その母国の代理として行動する者による以

外、如何なる形態の逮捕又は抑留からも免除される（４項）。」また、「母

国では刑事制裁がない行為をイラクで犯した連合国要員について、CPA

は母国に対してイラク法で当該行為を審理するために管轄権の放棄を要請

することがある（５項）。」という。

　多国籍軍によるイラク占領が終了し、イラク暫定政府に統治権限が完全

に移譲された2004年６月28日以降について、日本は、引き続き、「自衛隊

は多国籍軍の中で今後とも活動を継続する
（芦）

。」とした。そのため、イラク

の主権移譲以降、在イラク自衛隊員の法的地位は、「CPA第17号改正―イ

ラク駐留の連合国暫定当局 CPA、イラク多国籍軍司令部MNF-IRAQ、若

干のミッション及び要員―（2004年６月27日
（鯵）

）」が規定している。改訂版

も、同様に、第２節「イラクの法手続き」において、多国籍軍や CPAが

「イラクの法手続きから免除され（１項）」、「すべての多国籍軍、CPA、

外国連絡ミッション要員及び国際コンサルタントは、派遣国の専属的管轄

権に従う。彼らは、派遣国の代理として行動する者による以外、如何なる

形態の逮捕又は抑留からも免除される（３項）。」「多籍軍要員の派遣国

は、派遣国の軍法に服するすべての要員に関する派遣国の国内法により当

該要員に付与される刑事及び懲戒上の管轄権をイラク内で行使する権利を

保有し得る（４項）。」こうして、イラク駐留の自衛隊員に関する刑事管轄

権は、派遣国・日本の専属であった。

　ちなみに、日本は、主権移譲後の自衛隊駐留に関するイラクの同意につ
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いて、以下のような論理で説明している
（梓）

。自衛隊の法的地位を確保するた

めには、イラク暫定政府の同意を得ることが不可欠であったが、当時、

「わが国が独自にこれらを確保することは、イラク暫定政府に関わる様々

な不確定要素の存在により現実問題として不可能であった。他方、イラク

多国籍軍については、連合暫定施政当局（CPA）の命令第17号の改正等に

より、イラクにおいてその法的地位がしかるべく確保されることが見込ま

れ」、イラク暫定政府首相から国連安全保障理事会議長宛の書簡におい

て、「その駐留の維持が要請されていたことから、自衛隊がイラク多国籍

軍の中で活動する場合には、所要の法的地位及びイラク安定政府の同意が

得られることとなると考えられた。」換言すれば、イラクが多国籍軍の駐

留を要請したことがその一員である日本の駐留も同意したことになると、

日本政府は推定しているのである。

４）クウェート空輸支援派遣

　日本は、上記のイラク紛争後に、イラク復興支援活動として、イラクに

陸上自衛隊を派遣するとともに、人道復興関連物資の輸送のためにク

ウェートに航空自衛隊を派遣した。航空自衛隊のイラク復興支援派遣輸送

航空隊（C-130輸送機３機）は、2003年12月から2009年２月まで６年３ヶ

月間、クウェートのアリ・アル・サレーム空軍基地内に駐留した。派遣当

初は、陸自派遣部隊への補給物資や関係国 ･関係機関の人道復興関連物

資 ･人員などの輸送を担当し、陸自派遣部隊の撤収（2006年７月）後も、

国連及び多国籍軍に対する空輸支援活動を実施した。派遣要員数は、約

210名を16次にわたり、総勢約3,500名にも上った。

　空自隊員の法的地位を定めるために、2003年12月22日に「クウェート

国における日本国の自衛隊等の地位に関する日本国政府とクウェート政府

との間の書簡の交換
（圧）

」がクウェートにおいて行われた。それによれば、部

隊隊員は、「クウェート国の法令、慣習及び伝統を尊重するものとし、国

内問題に介入しない義務を有する（２項ｂ）。」また、部隊隊員は、「ク

ウェート国の領域において、1961年４月18日の外交関係に関するウィー
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ン条約に基づいて事務及び技術職員に与えられる特権及び免除をクウェー

ト国により与えられる（３項）。」部隊隊員による「公務の遂行中のもので

はない作為又は不作為であって、傷害、損害又は損失を生じさせたものに

起因する請求権をクウェート国が有する場合は、日本政府は、相互主義に

基づき、クウェート国が当該請求権に関して得られた判決の履行を確保す

ることを支援するよう努める（５項ａ）。」クウェート国政府は、部隊隊員

による「公務の遂行中の作為又は不作為であって、傷害、死亡、損失又は

損害を生じさせたものにつきまたはこれらに関連してクウェート国の領域

において生ずる第三者の請求権を自国の法令に従って処理し、解決する。

日本国政府は、そのような請求に関し、クウェート国政府に対して公正か

つ合理的な賠償を行う（５項ｂ）。」

　このように、クウェート駐留の自衛隊員は、外交関係条約上の「事務及

び技術職員」の特権免除を享有することから、ルワンダ難民支援派遣と同

様に、受入国の刑事裁判権から完全に免除され、派遣国・日本の専属管轄

となる。もっとも、部隊隊員の公務外での行為に対する民事管轄権はク

ウェート側にあり、また、日本は部隊隊員による公務遂行中の行為に関す

る賠償責任を有する。

５）ジブチ海賊対処派遣

　ソマリア沖・アデン湾における海賊事案が多発・急増している中、国連

安全保障理事会は、海賊行為の防止のために軍艦及び軍用機の派遣を要請

する決議（1816、1838、1846、1851）を採択した。日本は、その要請を

受けて、2009年３月13日に海上警備行動（自衛隊法82条）を発令して、

翌日、海上自衛隊の「派遣海賊対処水上部隊（護衛艦２隻）」を派遣し

た。更に、５月15日に、P3C哨戒機２機で編成される「派遣海賊対処航

空隊」の海上警備行動に基づく派遣命令が発出された。派遣海賊対処航空

隊は、航空機警備 ･基地業務の陸自中央即応連隊50名を含む150名から成

る統合任務部隊であり、現在、ジブチ国際空港内のWランプに P3Cを駐

機させ、隊員を米軍基地内に宿営させている。洋上監視飛行は、６月11
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日より開始された
（斡）

。

　当該航空隊の派遣に先立つ４月３日に、日本の外相とクウェートの外相

が「ジブチ共和国における日本国の自衛隊等の地位に関する日本国政府と

ジブチ共和国政府との間の交換公文
（扱）

」が締結された。

　それによれば、部隊隊員は、「ジブチ共和国の法令を尊重するものと

し、ジブチ共和国の国内問題に介入しない義務を有する（３項ｂ）。」ま

た、「ジブチ共和国の領域内において、1961年４月18日の外交関係に関す

るウィーン条約の関連規定に基づいて事務及び技術職員に与えられる特権

及び免除と同様の特権及び免除をジブチ共和国政府により与えられる（５

項）。」「日本国の権限ある当局は、ジブチ共和国の領域内において、ジブ

チ共和国の権限のある当局と協力して、日本国の法令によって与えられた

すべての刑事裁判権及び懲戒上の権限をすべての要員（著者注―自衛隊員

を含む）について行使する権利を有する（８項）。」「民間又は政府の財産

の損害又は滅失に関する請求及び人の死亡又は障害に関する請求は、当該

請求の当事者間の協議を通じて友好的に解決する（９項ａ）。」「部隊は、

その施設内の秩序を維持するため、警務隊を設置することができる（15

項ｃ）。部隊の警務隊は、また、ジブチ共和国の軍事警察又は警察と協議

し及び協力して、部隊隊員の間の秩序及び規律の維持を確保するために施

設外で行動することができる（15項ｄ）。」

　以上から、ジブチ派遣の自衛隊員は、外交関係条約上の「事務及び技術

職員」の特権免除を享有することから、ザイール派遣やクウェート派遣と

同様に、受入国の刑事裁判権から完全に免除され、派遣国・日本の専属管

轄となる。

註
（21）　国連事務総長報告書 A/45/594（9 Oct. 1990）, p. 12.「国際連合と受入国と
の間の国連軍の地位に関するモデル協定案」『外国の立法』31巻１号（1992.1）
18頁。また、地位協定（SOFA）を国連用語で「ミッション地位協定（Status

of Mission Agreement, SOMA）と称されることもある。
（22）　例えば、国連がスーダン問題に関連して、「国連スーダンミッション
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（27）　閣議決定「イラクの主権回復後の自衛隊の人道復興支援活動等について」
2004年６月18日、６月28日、『日本の防衛　防衛白書平成20年版』372頁。

（28）　http://cpa-iraq.org/regulations/20040627_CPAORD_17 status_of_Coalition_

Rev_with_Annex_A.pdf

（29）　『内閣衆質160第18号　衆議院議員仙谷由人君提出イラク問題に関する質問
に対する答弁書』2004年８月10日、二の⑥及び⑬について。

（30）　「外務省告示第10号」『官報　第3767号』2004年１月14日２–３頁。
（31）　海賊対処法（平成21年６月24日法律第55号）が７月24日に施行されたこと
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び自衛隊法82条の２（海賊対処行動）となった。

（32）　「外務省告示第223号」『官報　第5055号』2009年４月20日２–４頁；「プレ
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会談について」http://www.mofa.go.jp/mofaji/press/release/21/4/1190104_1096.
html

４．地位協定の国際比較―ジブチ関連―

　ジブチは、上記のように、日本と自衛隊の駐留に関する地位協定を締結

したが、他方で、同じ時期に、米国及び EUと在ジブチ駐留軍に関する地
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位協定を締結している。特に、EUとの地位協定は、ソマリア近海での海

賊対処という日本と同じ目的で派遣された EU主導軍のためであった。以

下、自衛隊に関する地位協定を国際比較するために、米国・ジブチ地位協

定及び EU・ジブチ地位協定を取り上げる。

１）米国・ジブチ地位協定

　米国は、現在、日本の自衛隊が駐留しているジブチに米国アフリカ司令

部を置き、陸軍500名、海軍700名、空軍300名、海兵隊400名を派遣し、

海軍航空基地１ヵ所を保有している
（宛）

。駐留米軍の法的根拠は、「ジブチ共

和国政府及びアメリカ合衆国政府間の軍の地位協定（米国・ジブチ地位協

定）」（2001年12月20日署名、同日発効
（姐）

）及び「アメリカ合衆国政府とジ

ブチ共和国政府との間のジブチ共和国内の施設へのアクセス及び使用に関

する協定（米国・ジブチ施設使用協定）」（2003年２月19日に署名、同日

発効
（虻）

）である。

　米国・ジブチ地位協定によれば、「第１条　訓練、人道的救援活動、演

習その他合意された諸活動に関連してジブチ共和国に暫定的に駐留する米

国防省の軍人及び軍属は、1961年４月18日の外交関係に関するウィーン

条約の下で在ジブチ米国大使館の事務・技術職員に付与される地位と同様

のものが付与される。」

　「両国の防衛関係及びテロリズムに対する戦いを支援する両国間の協力

強化に関する協定の締結を希望し」（前文）締結された米国・ジブチ施設

使用協定によれば、「第６条（米要員の地位）１米国要員（著者注―軍事

要員及び軍属要員を含む）は、1961年４月18日の外交関係に関するウィー

ン条約の下で在ジブチ米国大使館の事務 ･技術職員に付与される地位と同

等のものが付与される。２ジブチ共和国政府は、米要員に対する米軍当局

による懲戒上の統制が特に重要であることを認識し、それ故、ジブチ共和

国政府は、米国政府が当該要員に対する専属的刑事管轄権を行使すること

を容認する。３当事国は、米要員が米国政府の明確な合意なく、国際裁判

所や他の団体又は国家に引渡され、その他それらによる拘禁のために移送
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されることがないことを確認する。」

　「第11条（請求権）請負契約上の請求権を除いて、当事国は、本協定

の下でジブチ共和国内の活動から発生する各当事国の所有する財産の損

害、喪失若しくは破損又は各当事国の軍事要員及び軍属要員の死亡若しく

は負傷に関するすべての請求権を相互に放棄する。」

　上記の規定から、ジブチに駐留する米国軍人及び軍属は、大使館勤務の

事務・技術職員と同程度の特権・免除を享有しており、当該人物への刑事

管轄権は、専ら派遣国の米国に依拠することになる。

２）EU・ジブチ地位協定

　EU閣僚理事会（The Council of the European Union）は、ソマリア近海

の海賊行為を防止するための国連安保理決議1816（2008年６月２日）及

び1846（2008年12月２日）の要請に対応して、2008年11月10日に、EU軍

事作戦「アタランタ作戦
（飴）

」に関する合同活動（Joint Action 2008/851/CFSP）

を採択した。その合同行動11条は、第三国の領域に駐留し、第三国の領海

又は内水で活動する EU主導軍（European Union-led forces, EUNAVFOR）

及びその要員の地位は、EU条約24条［協定の締結］に規定された手続き

に従って合意される、と規定している。ジブチ共和国は、2008年12月１

日付の書簡で、国内での EU軍の展開についての合意及び当該軍の地位に

関する協定を締結する意思を表明した。

　このような状況の中で、EU閣僚理事会決定2009/88/CFSP（2008年12月

22日）が採択され、「アタランタ EU軍事作戦の枠組み内でのジブチ共和

国に駐留する EU主導軍の地位に関する EUとジブチ共和国との間の協定

（EU・ジブチ地位協定）」（2009年１月５日署名、同日発効
（絢）

）が締結され

たのである。

　EU・ジブチ地位協定によれば、「第６条（受入国により付与された

EUNAVFOR要員の特権・免除）１EUNAVFOR要員は、如何なる形式の

逮捕又は拘禁の責を負わない。受入国の警察当局が公道で行われていると

の現行犯を発見した場合に、犯人が受入国の国民の身体的保全を侵害した
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ならば、権限ある EUNAVFOR当局の到着まで当該人物の保護を確保する

ためにその者を拘留することが許される。」「３EUNAVFOR要員は、受入

国の刑事管轄権からの免除を享有する。EUNAVFOR要員の刑事管轄権か

らの免除は、場合により、派遣国又は関連の EU機関によって放棄でき

る。当該放棄は、常に書面によらなければならない。４EUNAVFOR要員

は、口頭又は書面に関して、そして彼らの公務の遂行中に彼らが行った行

為すべてに関して、受入国の民事及び行政管轄権からの免除を享有する。」

「第８条（刑事管轄権）派遣国の権限ある当局は、受入国の領域において

受入国の権限ある当局と協力して、派遣国の法によって付与されたすべて

の刑事裁判権及び懲戒上の権限を、派遣国の関連法に従うすべての

EUNVFOR要員について行使する権利を有する。」

　以上から、EU主導軍要員は、受入国ジブチの刑事管轄権から免除され

（６条３項）、派遣国の専属的刑事管轄権に服する（８条）。また、当該要

員による公務遂行中の行為も、受入国の民事及び行政管轄権から免除され

る（６条４項）。これらの規定は、文言上言及されていないけれども、外

交関係条約上の事務・技術職員に付与される特権・免除と同一内容であ

る。

註

（33）　The International Institute for Strategic Studies, The Military Balance 2009, p.

42.
（34）　HEINONLINE（http://heinonline.org）, Citation: 5971 KAV.

（35）　http://www.state.gov/documents/organization/97620.pdf

（36）　EUNAVFORアタランタ作戦は2008年12月８日に発足し、2009年12月13日
に終了予定であったが、同日より１年延長することになった。09年３月段階
で、英、仏、独、伊、スペイン、ギリシャの艦船が参加している。参照『日本の
防衛　防衛白書平成21年度版』94頁、http://www.consilium.europa.eu/uedocs/

cms_data/docs/pressdata/en/esdp/108482.pdf 

（37）　Official Journal of the European Union, L33, vol.52, 3 Feb. 2009, pp. 41-48.
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５．地位協定の分類とその特徴

　軍隊は、国家権力を体現するものであり、主権国家の並存状況にある国

際社会において、ある国家に外国軍隊が駐留するか否か、駐留する場合に

どのような条件で駐留するかは、すべて受入国の同意に依拠している。換

言すれば、派遣国は、駐留軍隊構成員に対して、受入国が許可する管轄権

しか行使できないのである。その具体的内容は、地位協定に規定される。

Dieter Fleckは、特権免除の範囲に関連して、一般的に３つのカテゴリー

に分類される
（綾）

、という。

　第１に、公務の遂行上違反行為が行われたか否かに関係なく、また、行

為者であるか被害者であるかに関係なく、派遣国に、自国軍事要員に対す

る専属的管轄権を付与する専属型協定である。この例は、最近までごく稀

であり、領域主権原則を侵害し、通常は、少数の顧問要員が外国に駐留す

る限定的な事態にしか利用しないという。そして、平時では規定されない

けれども、武力紛争時に、多くの地位協定に、派遣国の軍隊構成員に対す

る専属的管轄権が規定されているという
（鮎）

。また、軍事占領後の残滓として

か（例えば、旧日米行政協定）、若しくは Dieter Fleck曰く、「より衡平に

均衡の取れた合意が可能ではない政治状況の国と当該協定が締結されるこ

とがある
（或）

」という。

　第２に、管轄権が、違犯行為の種類やその犯行場所によって、派遣国と

受入国とによって分割されている条件型協定である。駐留軍の基地、施設

その他一定の領域内にいる派遣国軍事要員に幅広い特権免除を規定する

が、他方で、その領域外で発生する違犯行為は、受入国の管轄権とするも

ので、今日ではほとんど存在しないという。

　第３に、競合する管轄権の体制を規定する競合型協定である。これは、

自国軍隊構成員に対する管轄権を保持したい派遣国と領域主権を堅持した

い受入国双方の要請を調整するものであり、今日の標準型とも言える。こ

こでは、派遣国も受入国も、他国法でなく、自国法を侵害する違反行為に

対する専属的管轄権が一般的に付与されているけれども、犯罪が両方の管
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轄する法に抵触する場合に、優先システム（第１次裁判権又は第２次裁判

権）が導入される。派遣国は、公務遂行中に発生した違反行為に関して、

当該要員に対する第１次裁判権が付与される一方、受入国は、それ以外の

全事例において第１次裁判権がある。刑事管轄権に関して、現在、日米地

位協定を含むほとんどの地位協定は、NATO軍地位協定７条をモデルとし

ている
（粟）

という。ここでの議論の主たる争点は、「公務中」か否か、決定す

るのは誰か、である
（袷）

。

　米軍は、派遣国が専属的管轄権を保有する場合以外に、刑事管轄権に関

連して、以下の４つのカテゴリーに分類している
（安）

。第１は、NATO軍地位

協定の競合型である。第２は、外交関係条約上の事務 ･技術職員の地位

（A&Tの地位）を付与する場合である。この方式は、Dieter Fleckの指摘

にもあるように、通常、大規模や長期の展開には使われなく、典型的に

は、軍事顧問団や戦闘司令本部や米大使館若しくは他の外交代表によって

取り扱われるという。米国アフリカ司令部の設置に関連して、米国・ジブ

チ地位協定は、まさしくこの分類に該当する。第３は、派遣国と受入国が

協定を締結しないで、受入国（例えば、コモンウェルス諸国）が、「訪問

軍法（Visiting Forces Acts）」という国内法を介して、軍隊構成員を保護す

る場合がある。管轄権の規定方式は、NATO軍地位協定型（競合型）か A

& Tの地位型（専属型）のどちらかである。第４は、派遣国の保護を受け

ることなく、受入国の管轄権を全面的に受諾して、米軍が外国領域に展開

する場合である。その場合、米軍は、基本的には「旅行者」扱いとなる。

当該事態を回避することが米国の政策であるけれども、管轄権の保護なく

米軍をある国に派遣する政治的決定が行われる事例が幾つかあるという。

註

（38）　Dieter Fleck, The Handbook of the Law of Visiting Forces, 2001, pp. 102-103.
（39）　日米地位協定17条11項によれば、締約国は、敵対行為発生時に17条の適用
を停止させる権利を有している。米韓地位協定22条11項は、敵対行為発生時
に、刑事管轄権規定が直ちに停止し、米国が自国軍隊構成員に対する専属的
管轄権を保有することを規定している。臼井京訳「アメリカ合衆国と大韓民
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国との間の相互防衛条約第４条に基づく施設及び区域並びに大韓民国におけ
る合衆国軍隊の地位に関する協定」『外国の立法』220号（2004.5）204頁。

（40）　Fleck, note（38）, p. 102.
（41）　Ibid., p. 108.
（42）　日米地位協定の議事録によれば、17条３項（a）（ii）に関して、「その罪が

公務執行中の作為又は不作為から生じたものである旨を記載した証明書でそ
の指揮官又は指揮官に代わるべき者が発行したものは、反証のない限り、刑
事手続きのいかなる段階においてもその事実の十分な証拠資料となる。」と規
定され、米側に極めて有利な運用状況となっている。地位協定研究会『日米
地位協定逐条批判』1997年156–157頁。日米地位協定議事録は、www.mofa.

go.jp/mofaj/area/usa/sfa/pdfs/giji_fulltext.pdf

（43）　US Army, Operational Law Handbook 2008, pp. 121-122.

６．まとめにかえて

　一般的に、地位協定には、刑事・民事・行政管轄権、軍事要員の制服着

用、武器の携行、無線周波数の利用、運搬手段（車両など）の免許証、課

税・関税規則、紛争解決手続きなどが規定されているけれども、それらに

限定されるものではない。つまり、地位協定に関する公式的な様式がある

わけではないので、規定項目も類似しているが同一ではなく、分量も１頁

足らずのものから200頁を超えるものまである。軍隊の派遣・受入の目的

も、軍事同盟、軍事協力（受入国軍の訓練や技術支援など）、平和維持

ミッション、紛争後の平和構築など多様である
（庵）

。条約形態として、二国間

協定や多数国間協定もあるし、条約名称として、「協定（Agreement）」や

「交換公文（Exchange of notes）」もある。

　このように多種多様な地位協定の中で本稿が取り上げた地位協定は、特

権・免除に関して、「図１：刑事管轄権による地位協定の分類」のよう

に、区分される。では、軍隊受入国における派遣国軍事要員に対する刑事

管轄権が派遣国の専属となる協定と派遣国・受入国の競合になる協定の成

立過程の違いは、どこから来るのであろうか？日本は、日米地位協定で裁

判権や逮捕権を要求している一方で、クウェートやイラクでは逆の立場に
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立っているという矛盾点が指摘され
（按）

、日米地位協定の改定を求めながら、

ジブチ協定を締結することはダブルスタンダードではないか
（暗）

、との批判が

主張されるのも、一見、無理からむようにも思える。

　先ず、地位協定の前提となる外国軍隊の受入れをどのように理解するの

か。諸国家が友好関係の促進のために派遣する外交使節団の場合、「国を

代表する外交使節団の任務の能率的な遂行を確保する」（外交関係条約前

文）ために、特権・免除（刑事・民事・行政管轄権など）が付与されてい

る。特権・免除を付与された外交使節は、実際、国家の軍事力・政治力・

経済力に関係なく、相互に派遣されており、外交使節の派遣国と接受国の

間には、互換性が成立していることから、外交使節の特権・免除制度は普

遍的に受け入れられている
（案）

。

　他方、地位協定の場合、締約国（軍隊派遣国と軍隊受入国）は、一般的

に、互換性の関係に立っていると思われない
（闇）

。というのも、軍隊派遣国

が、受入国の軍隊を相互的に受け入れる必要性や意義が見出せず、想定し

がたい。地位協定を締結するのは、軍隊派遣国側には派遣するだけの政治

的・軍事的意義があり、軍隊受入国側には受入るだけの国内の積極的事情

があるからである。換言すれば、共同防衛する側と防衛支援を受ける側

（軍事同盟の場合）、国内の平和を維持・回復する側とそれを依頼する側

（平和維持活動又は平和構築活動）の立場の違いが歴然と存在する。この

図１　刑事管轄権による地位協定の分類
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事実から、軍隊受入国は、協定を結ばない自由や協定を破棄する自由（国

家主権）を保有しているとは言え、地位協定の交渉において不利な立場

（特権・免除の付与による主権制限）に立つことは明らかである。問題

は、受入国の主権制限の範囲をどのように決定するか（派遣国の専属的管

轄権を認めるか、今日の標準型である競合的管轄権に収めるか）、である。

受入国の主権制限の範囲を決める主たる判断基準として、Dieter Fleckが

指摘したように、「より衡平に均衡の取れた合意が可能ではない政治状

況
（鞍）

」、すなわち、受入国の「治安状況基準」が挙げられる。図２は、受入

国の治安状況により地位協定を区分している。日本政府も、地位協定を締

結する場合の留意点として、「自衛隊員の安全性と任務の円滑性
（杏）

」を指摘

している。国連 PKOの場合は、紛争当事国（者）間の休戦・停戦時に派

遣されることを前提としている点から、紛争当事国内での治安状況が悪化

しており、国連 PKO要員の安全確保が当該国家の治安維持能力・司法解

決能力に依存できないことは明白である。それ故、受入国が、国連 PKO

要員に関連した犯罪に関する何らかの刑事管轄権を保持していなくとも、

それが非合理的であるとは必ずしも言えない。イラク派遣（占領時及び占

領終了直後
（以）

）及びザイール派遣（大量難民による治安悪化
（伊）

）政治状況につ

いて、同様のことが指摘できる。

　補助的な基準として、「国際的実行基準」が考えられる。国連 PKOの

一員として日本が参加し、自国軍事要員に対する専属的管轄権が付与され

るとしても、国連内で一般的に是認されている国連軍地位協定モデル案に
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従っている限り、そこには客観的な正当性がある
（位）

。日本も参加していたイ

ラク派遣の多国籍軍は、軍事大国だけでなく発展途上国も含む30 ヶ国を

超える多数の国家から構成されていたこと、並びに CPAは、国連によっ

て設立されたわけではないが、国連安保理決議
（依）

によって占領行政当局とし

て追認された。これらから、CPA命令第17号に規定された派遣国による

専属管轄権は、一般的に受容されていたと理解できる。また、日本・ジブ

チ協定（2009年）は、明らかに、事前に締結された米・ジブチ地位協定

（2001年）、米・ジブチ施設使用協定（2003年）及び EU・ジブチ地位協

定（2008年）を参考にして、同時期に同じ目的（海賊行為の防止）のた

めに締結されたものである。それ故、「外交関係条約上の事務・技術職

員」に言及するか否かに関わらず、日本、米国及び EUのジブチとの地位

協定での刑事管轄権規定が同一内容となっている分、消極的な反論ではあ

るが、日本だけがダブルスタンダードとの批判を受ける必要はない
（偉）

。

　では、自衛隊のクウェート派遣はどのように評価すべきか。クウェート

の当時の治安状況が不明なので断言できないけれども、上記の基準（治安

状況及び国際的実行）に該当しないように思えるので、ダブルスタンダー

ドとの批判が該当するかもしれない。もっとも、クウェートは、イラク戦

争・イラク占領の重要な後方基地として活用されていたことから、たとえ

国内の治安状況が悪くないとしても、イラクでの多国籍軍による円滑な任

務の遂行が、クウェートの安全保障上最重要課題と考えていた
（囲）

ことから、

軍隊派遣国（日本）の専属的管轄権を受諾したとも考えられる。

　地位協定に関して、日本が軍隊受入国として要求する内容と軍隊派遣国

として交渉した内容を単純に比較することは、国際法上あまり意味をなさ

ないように思われる。地位協定を考える上で、むしろ、地位協定の内容に

関わる基準の明確化が重要ではなかろうか。

　今まで外国軍隊（米軍）を受け入れてきた日本は、現在、外国に自衛隊

を派遣し駐留させている。今後も同様の機会が訪れるであろう。そして、

自衛隊及び自衛隊員の海外派遣回数が増えれば増えるほど、従来のように

厳選されたエリート集団だけが派遣されるという状況も維持することが困
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難となるかもしれない。その結果、海外での自衛隊による事件・事故・不

祥事の発生率も当然高まることになる。その時に、現実の問題として、日

本と自衛隊受入国との地位協定の適用問題が発生してくる。今後、日本

は、諸外国による地位協定の規定内容及びその締結環境との関連性を再確

認すると共に、様々な事態の発生を想定して、自衛隊員に関する地位協定

の内容を事前に十分検討しておくことは言うまでもない。
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